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新型コロナウイルスを通常医療で対応することなどを、新型コロナの対策分科会の有志が

政府に提言した。陽性者数の全数把握をやめ、濃厚接触者も特定しないなどが主な内容。

事実上、新型コロナを特別な感染症と扱わず、感染症法上の分類を「2類相当」から季節

性インフルエンザと同じ「5類」とする道筋を示した。医療現場が疲弊し、経済が停滞す

る現状の打開策となり得るが、感染「第 7波」の到来で肝心の政府の動きは鈍い。 

7月下旬、JR九州の社内は騒然となった。25日時点で運転士と車掌の計 38人が新型コロ

ナウイルスに感染したり濃厚接触者になったりして、自宅待機などを余儀なくされたた

め、大規模な列車の運休を決めたのだ。 

 その数は、27日から 8月 5日までの 10日間で計 120本。利用者の間には混乱が広が

り、JR九州はおわびに追われた。 

日本郵政は窓口業務の停止相次ぐ 

 新型コロナは感染症法上の「新型インフルエンザ等感染症」に位置付けられ、結核や

SARSなどと同等の「2類相当」の扱い。保健所や行政による陽性者数の全数把握や濃厚接

触者の特定、自宅隔離などによる就業制限が課せられる。 

 公共交通機関である JR九州の感染者も例外ではなく、無症状でも 7日間、軽症で数日

のうちに回復したとしても 10日間の自宅隔離を強いられる。濃厚接触者は発症していな

くても 5日間の隔離を求められた。 

 日本郵政も 7月下旬、新型コロナ感染者の増加で全国 154カ所の郵便局で窓口業務を休

止したと発表した。より深刻なのは医療機関で、沖縄県石垣市などでは医師や看護師が

次々と感染。隔離措置によってまともに診療ができない病院が相次いだ。 

 東京都内のある男性会社員は「感染が怖いのではない。感染して隔離されることが怖

い」と皮肉交じりに話す。7月下旬に感染した別の男性会社員は「濃厚接触者となって

PCR検査で陽性となったが、無症状だった。工場に出社したいのにもどかしい」と話す。 

経済活動に支障をきたすこ

うした事態に対し、新型コ

ロナ対策分科会の専門家有

志が 8月 2日に提言したの

が、段階的な「全数把握の

取りやめ」だ。現状では、

PCR検査や医療機関で明ら

かになった陽性者は保健所

に報告が上がり調査される

が、今回の提言は感染者の

把握を重症者などにとどめ

るよう求めた。保健所の負

担を軽減するとともに、医

療機関での病床ひっ迫が起

きないようにする狙いだ。 



 分科会有志は、より多くの医療機関で入院患者を受け入れられるよう受診体制の拡充も

求めた。現在は新型コロナ対応の指定医療機関や、発熱外来を受け付ける病院のみに負担

が集中しているためだ。 

 提言では直接言及していないが、感染症法上で 2類相当の「特別な感染症」という扱い

をやめ、季節性インフルエンザなどと同じ「5類」に引き下げれば、風邪などと同様にど

んな医療機関でも受診できるようになる。その意味で、この提言は 2類相当から 5類引き

下げへの布石とも言える。 

 それいゆ会こだま病院（兵庫県宝塚市）理事長の児玉慎一郎医師は「一刻も早く通常診

療に戻すべきだ。コロナ陽性者であれば、たとえほかの疾患や外傷を抱えていても受け入

れを拒む医療機関は多い。医療が立ち行かなくなっている現実を政府は認識してほしい」

と訴える。 

 

5類への引き下げは、コロナの重症化リスクの低下が条件になるが、そのタイミングに差

し掛かっているのではないかと指摘する専門家は増えている。 

 「（オミクロン株など変異ウイルスは）順調に経過すれば風邪と大きな違いはない」。日

本感染症学会など 4学会は 2日、都内で記者会見し、こうした見解を示した。同日発表し

た緊急声明では、「オミクロン株は平均 3日で急性期症状が出現するが、ほとんどが 2～4

日で軽くなる」と強調。症状が軽い場合は、検査や薬のために医療機関を受診することは

避けてほしい」と訴えた。 

 名古屋医療センターの長谷川好規院長も、8月初旬に開かれた愛知県の新型コロナ感染

症対策本部会議で 「患者さんの病状は過去と大きく違う」と指摘。そのうえで、「（一般

診療への）移行が求められる時期に来ているのではないか。医療機関でもある程度、新型

コロナ感染のリスクを許容したうえで、一般診療に切り替えていかないと全体の診療体制

が組めない」と現状変更を求めた。 

 こうした声は、都内や大阪市などの医療機関からもあがっている。5類に引き下げれ

ば、企業や医療機関が直面する就業規制に伴う業務の混乱も解消する可能性が高い。 

7月下旬に奈良市で開かれた全国知事会議でも、従来の対策を転換すべきだという意見が

続出した。神奈川県の黒岩祐治知事は「いつまでも『2類相当』では実態と合わず、社会

経済活動が止まってしまう」と危機感を示した。 

 5類となれば通常医療となるため患者負担が発生する。分科会有志は 2段階による公費



負担の見直しを提言し、最終的に重症患者のみ全額公費負担、それ以外は通常の保険診療

にするよう求めた。 

 

 だが、政府の腰は重い。 

 岸田文雄首相は 7月 31日、「2類（相当）として規定される項目について丁寧に検討し

ていく」と述べるにとどめた。それどころか、「いま感染が拡大しているこのタイミング

において感染症法上の位置づけを変更することは考えていない」とも発言した。 

 感染「第 7波」が夏休みに重なり、7月下旬以降に全国の新規感染者数が 1日 20万人

規模に急増したことに対する政治的な配慮が見え隠れする。だが、2類相当の扱いを続け

ているがゆえに、医療現場は疲弊し経済活動が停滞しているのは紛れもない事実だ。政府

が決断できないままでは、社会の足踏みはいつまでも続く。 

 

 

 

 

 

 

 


